＜日本近現代史年表＞１５

１９８３年　１月　中曽根首相訪米「日米は（　　　　　　）共同体」「日本列島はソ連に対する巨大な（　　　　　　　）」、国会で「（　　　　　）政治の総決算」と発言

国鉄の分割・（　　　　）化を発表→マスコミの国鉄労働者へのバッシング
１９８４年１１月　１日　新紙幣発行　新１万円札の肖像は（　　　　　　　　）
１９８５年　５月　８日　西独ワイツゼッカ－演説「過去に目を閉ざすものは・・・・・・」

　　　　　　　　　　　男女雇用（　　　　　　　　）法、成立

　　　　　　６月　　　国連女子（　　　　　）撤廃条約、承認・批准

労働省「婦人労働白書」・・・女子雇用労働者が専業主婦を（　　　　　）が
（　　　　　　　）労働が中心、女子平均賃金は男子の（　　　）％

　　　　　　８月１５日　中曽根首相、戦後首相で初めて靖国神社に（　　　　　）参拝

　　　　　　９月２２日　Ｇ５（　　　　　　）合意、ドル（　　　）、円（　　　）政策
　　　　　　　　　　　　
１９８６年　４月２６日　ウクライナの（　　　）原発事故

５月　大蔵省　　「日本は世界一の（　　　）持ち国」

「対外貸借報告書」日本の海外純資産は１２９８億ドル、経常収支は４９２億ドルの黒字
前川リポート・・・輸出志向型から「（　　　　）拡大、市場（　　　　）、海外（　　　　）
　　　　　　超（　　　）金利時代に⇔Ｇ５直前１ドル＝２４２円が、（　　　　　）円に

　　　　　　７月　６日　同日選挙（　　　　）党の圧勝、衆議304議席、参院72議席

１９８７年　２月１６日　国鉄分割民営化に反対した（　　　　　）組合員ら

　　　　　　　　　７６２８名に対し新会社不採用通知、組合を脱退すれば（　　　　）
　　　　　　８０年の国鉄職員４２万人→８７年４月　（　　　　）万人　　　　　　　

組合員２４万人→（　　　）万人へ

４月　１日　国鉄から（　　　　）へ、

８月　７日　臨時教育審議会最終答申

　　　　　　　新任教員への（　　　　）制度導入、「国旗・国歌」の（　　　　　　）化
　　　　　１０月１９日　ニューヨーク株式市場22.2％大暴落「（　　　　　）マンデー」

　　　　　　　　　　　　年末には1ドル＝（　　　　　）円に

１９８８年　４月　７日　ソ連軍、（　　　　　　　　　　）から全面撤退
　　　　　　６月　１日　米ソ、中距離核戦力（　　　　　）全廃条約批准書に調印

　　　　　　９月１９日　昭和天皇の重体発表→祭りや運動会中止の（　　　　）現象、記帳（　　　　　）万人

　　　　　１２月　７日　本島等・長崎市長、議会で「昭和天皇には戦争責任がある」
自民県連『撤回』要求、拒否され顧問を解任、右翼街宣車

１９８９年　１月　７日　昭和天皇、死去

　　　　　　　　　９日　明仁天皇「即位後朝見の儀」（国事行為として行う）

「朝見」とは？　「（　　　　　　）が参内して天子に謁見すること」

ウィキペディア「即位後初めて三権の長（
　）を引見される」
お言葉

顧みれば，大行天皇には，御在位６０有余年，ひたすら世界の平和と国民の幸福を祈念され，激動の時代にあって，常に国民とともに幾多の苦難を乗り越えられ，今日，我が国は国民生活の安定と繁栄を実現し，平和国家として国際社会に名誉ある地位を占めるに至りました。 
　ここに，皇位を継承するに当たり，大行天皇の御遺徳に深く思いをいたし，いかなるときも国民とともにあることを念願された御心を心としつつ，皆さんとともに日本国憲法を守り，これに従って責務を果たすことを誓い，国運の一層の進展と世界の平和，人類福祉
　　　　　　　　１８日　長崎市長銃撃事件→右翼団体幹部、懲役（　　　　）年

マズメディアは「言論の自由を守れ」と主張したが「
」とは主張しなかった。

増田：昭和天皇死去時の大フィーバー！？　＆長崎市長銃撃事件に、昭和天皇の戦争責任について、きちんと教えることを決意（いずれ、権力との激突あるを覚悟）

時々、「保護者」が足立区教委に「苦情」を述べたらしいが『組織的』展開はできなかった
　　　　　　２月１８日　竹下登首相の国会答弁・・・ヒトラーの戦争を（　　　　　　）と認めず、太平洋戦争も「（　　　　）の史家が評価すべき」

　　　　　　２月２４日　昭和天皇葬儀、政府は大正天皇の前例に倣った神道行事を国葬

と同じ会場で連続して行う

１６４カ国からブッシュ（父）大統領ら要人参加⇔（　　　　　　）王室、（　　　　　　）女王・皇太子、（　　　　　）首相、（　　　　　）大統領も不参加

　　　　　　１１月　９日　（　　　　　　　　）の壁、崩壊

　　　　　　１１月２１日　日本労働組合総連合会（＝　　　　　）結成、約800万人

「労使協調」批判の共産党系組合は全国労働組合総連合（＝　　　　　　）結成、約89万
　　　　　　１２月　２日　米ソ首脳がマルタで会談＝（　　　　　　）終わる
　　　　　　　　　　９日　全国労働組合連絡協議会（全労協）、結成、約13万人
１９９０年　８月　２日　（　　　　　）軍がクウェート侵攻、全土制圧8日併合宣言
　　　　　１０月　１日　日経平均株価、２万円割り込む（89年の最高値は3万8915円）

　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）経済の崩壊

　　　日銀の金融引き締め策＝8月に公定歩合を（　　　）％に引き上げ

　　　地価の下落→銀行・住宅ローン専門会社の（　　　　　）債権の激増

　　　　　　　　　３日　（　　　　　　　）の統一･･･分断国家として残るのは？（
１６日　国連平和協力法案、国会提出

　　　　　　　　　　（　　　　　　　）の海外派遣を認めるか？　身分は？　武器は？

　　　　　１１月１８日　国連平和協力法案、廃案
２９日　国連の（　　　　　　　　）理事会が、武力行使決議を採択
　　　　　　　　　　　　　軍事措置容認は国連成立以来、（　　）度目

１９９１年　１月１７日　米中心の多国籍軍、戦闘開始＝（　　　　）戦争

　　　　　　２月２７日　多国籍軍がクウェート全土を制圧

日本政府は、多国籍軍費用として（　　　　　）億ドル＝1兆3千億円を拠出するが、戦後、ブッシュ大統領もクウェート国王も日本への（　　　　　）無し、アメリカから「日本は金は出すが（　　　）を流さない」と非難される
　　　　　　４月２４日　海上自衛隊掃海艇、（　　　　　　）湾派遣を決定
　７月３１日　米ソがＳＴＡＲＴ１（　　　　　　　）削減条約調印
８月１１日付朝日新聞、韓国で元従軍慰安婦の金学順さんが名乗り出と報道１２月２１日　ソ連崩壊
１９９２年　６月１９日　（　　　　　　　）内閣、国連平和維持活動＝

（　　　　　　）協力法、成立

９月１７日　自衛隊の（　　　　　　　）派遣
１９９３年　１月　３日　米ロがＳＴＡＲＴ２調印 
３月１２日　北朝鮮がＮＰＴ（　　　　　　条約）脱退宣言（その後保留）
５月１１日～　　自衛隊の（　　　　　　　　　）派遣（拳銃･小銃）
８月　４日　従軍慰安婦に関する河野官房長官談話

９月　１日　アメリカ国防省「ボトムアップ・レビュー」発表
二つの地域紛争（　　　　　　と　　　　　　　）を同時に戦う軍事力の維持

アスピン長官「同盟国の基地使用について同意を確保できない時にも使用せざるを得ない」

　　　　　　「第２段階ではアメリカは同盟国軍の協力を得て北朝鮮の力を弱める」

「現在の同盟を拡大し、情勢に適応させる（日本の　　　　　　が参加）」

ペリー国防長官の全米ユダヤ人委員会講演「アメリカ政府は日本政府に改憲を強く期待している」（浅井基文『平和大国か軍事大国か』近代文芸社）

１９９４年　（93～）北朝鮮核疑惑めぐり、米軍は（　　　　　）態勢に入っていた（99年国会で暴露）、日本に対し（　　　　　　　　）項目の要求

　６月12･14日付、ロサンジェルス・タイムス、米太平洋軍準機関紙「スターズ･アンド･ストライプス」記事「日本は朝鮮戦争を支援するか？」
　6月24日付朝日新聞、日米協議の日本側提案を報道

「新ガイドラインの基本構成」・・・日本周辺地域での紛争の予防措置、実際に紛争が起きた場合の拡大防止措置、日本への武力攻撃が発生した場合の対応、復興など紛争後の処理
　７月１７日（付朝日新聞）米上院の満場一致の決議

「（日本）はあらゆる形の国連平和維持活動、国連平和創出活動に完全に参加できるような措置を採ること」

９月21日～12月28日までの間、自衛隊の（　　　　　　　　）派遣

　　　　　１０月２１日　米朝枠組み合意・・・第二次朝鮮戦争の危機去る、
１９９５年　１月１７日　（　　　　　　　　　）大震災

　藤岡信勝ら「自由主義史観研究会」が中学歴史教科書の
「慰安婦記述」削除運動を始める

　　　　　　３月　２０日　地下鉄サリン事件、１１人死亡＝オウム真理教事件

（89年の坂本弁護士一家殺害事件も）

　　　　　　６月　９日　衆議院で「戦後５０年決議」

歴史を教訓に平和への決意を新たにする決議 
　本院は、戦後五十年にあたり、全世界の戦没者及び戦争等による犠牲者に対し、追悼の誠を捧げる。 また、世界の近代史上における数々の植民地支配や侵略的行為に思いをいたし、我が国が過去に行ったこうした行為や他国民とくにアジアの諸国民に与えた苦痛を認識し、深い反省の念を表明する。 我々は、過去の戦争についての歴史観の相違を超え、歴史の教訓を謙虚に学び、平和な国際社会を築いていかなければならない。  

　　　　　　８月１５日　村山首相談話

　わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を存亡の危機に陥れ、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました。私は、未来に誤ち無からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め、ここにあらためて痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明いたします。また、この歴史がもたらした内外すべての犠牲者に深い哀悼の念を捧げます。
　敗戦の日から50周年を迎えた今日、わが国は、深い反省に立ち、独善的なナショナリズムを排し、責任ある国際社会の一員として国際協調を促進し、それを通じて、平和の理念と民主主義とを押し広めていかなければなりません。同時に、わが国は、唯一の被爆国としての体験を踏まえて、核兵器の究極の廃絶を目指し、核不拡散体制の強化など、国際的な軍縮を積極的に推進していくことが肝要であります。これこそ、過去に対するつぐないとなり、犠牲となられた方々の御霊を鎮めるゆえんとなると、私は信じております。
　　　　　　９月　４日　沖縄米兵による少女暴行事件

１９９６年　１月　橋本龍太郎内閣、97年度から消費税を（　　）％に引き上げ（5兆円）、特別減税打ち切り（2兆円）、医療費の自己負担増（2兆円）決定

1997年末の国債残高は254兆円、ＧＤＰ比（　　　％　）以上、国民一人当たり（　　　　）万円、2003年度予算案の国債依存度は（　　　）％、国民一人当たり（　　　　　）万円

　　　　　　２月１１日～自衛隊（　　　　　）高原派遣（拳銃･小銃･　機関銃　　）

　　　　　　４月１７日　橋本・クリントン「日米安保共同宣言」

日米安保の（　　　）定義

(1)日米安保条約に基づく同盟関係が21世紀に向けてアジア太平洋地域の安定にとっての基礎であること、(2)米軍のプレゼンスの維持が同地域の安定にとり（　　　　　　）であり、「日本における現在の水準を含め、この地域において、約（　　　　）万人の（　　　　）展開軍事要員からなる現在の兵力構成を維持すること」を確認
８月　８日　梶山静六官房長官

日経連主催セミナー講演（山梨県）「仮りに韓半島で交戦状況が発生する場合、日本に何らの影響がないことはない」とし、早期国内有事立法の必要性を強調。「在日韓国民団と朝総連の組織間に市街戦とゲリラ戦が予想される。南北韓国が統一になって米国が存在しない状況になれば、韓国は経済的な難しさを克服するために植民地時代の賠償問題を再度提起する可能性がある」朝鮮人が「日本にある組織から武器供与されたらどうするか」
１２月　２日「新しい歴史教科書をつくる会」結成
（草の根の「歴史・社会の真実、否定、偽造」運動！？　始まる）
１９９７年　３月　足立１２中において卒業生が「国歌斉唱」時に着席、区議会で問題に

６月　足立１６中での増田の沖縄米軍基地授業に対し反米偏向教育と攻撃始まる

　５月３０日　日本会議、結成

「これまでに、明治・大正・昭和の元号法制化の実現、昭和天皇御在位６０年や今上陛下の御即位などの皇室のご慶事をお祝いする奉祝運動、教育の正常化や歴史教科書の編纂事業、終戦５０年に際しての戦没者追悼行事やアジア共生の祭典の開催、自衛隊ＰＫＯ活動への支援、伝統に基づく国家理念を提唱した新憲法の提唱など、３０有余年にわたり正しい日本の進路を求めて」
　９月２３日　「新しい日米防衛協力のための指針」(新ガイドライン
防衛協力小委員会は、冷戦後の情勢の変化にかんがみ、指針の下での成果を基礎として、以下の分野について検討を行ってきた。●平素から行う協力 　●日本に対する武力攻撃に際しての対処行動等 　●日本周辺地域における事態で日本の平和と安全に重要な影響を与える場合（「周辺事態」）の協力 

　これらの検討は、平素からの及び緊急事態における日米両国の役割並びに協力及び調整の在り方について、一般的な大枠及び方向性を示すことを目的としたものである。

　　　　　１０月、増田攻撃の中心になった母親が、増田を「名誉毀損」と提訴。
１９９８年　８月～都議会右翼都議＆産経新聞による増田ﾊﾞｯｼﾝｸﾞ･ｷｬﾝﾍﾟｰﾝが始まる

１１月　第一処分・・・所属組合である全教・都教組足立支部執行委員会は、増田処分歓迎ｷｬﾝﾍﾟｰﾝのビラまき、『しんぶん　赤旗（東京のページ）』が、その主張を肯定して報道

１９９９年　３月　日本共産党、「国旗･国歌」法制化を提唱

　５月２４日　（　　　　　　　）法、自衛隊法一部改正法、成立
　　　　　　８月　９日　　国旗･国歌法、成立
　　　　　　９月　１日～イヤガラセ長期懲罰研修（目黒の都立教育研究所）の強制、始まる。以後、２年半、約５0００時間に及ぶも屈服せず！（土屋・産経「増田をクビにしろ」ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ）

２０００年　２月、東京都学校ユニオン、結成（全労協、加盟）これ以前、日教組＝東京教組加入を申し込むも、加入させなかった

４月、国立二小ピース・リボン事件（産経によるバッシング・キャンペーン）、
右翼街宣車。右翼都議の土屋も、都議会で攻撃。８月に処分（文書訓告）　　　　　　
６月１３～１５日　朝鮮半島･南北首脳会談「南北共同宣言」
自主、平和、民族大団結という祖国平和統一の原則を改めて確認。統一案として韓国側の主張する連合制案と北朝鮮が主張する緩やかな連邦制案に共通点があるとし、その方向で統一を目指す。離散家族再開の実現、経済協力や社会・文化など様々な分野での交流促進
１０月１１日　米の対日外交指針アーミテージ・レポート

日本が集団的自衛権の行使を禁止していることは、同盟への協力を進める上での制約となっている。これを解除することにより、より緊密で効率的な安保協力が可能になるだろう。これは日本国民だけが決断できることである。ワシントンは日本がより一層大きな貢献を
１１月　７日　米で（　　　　　　　）大統領当選

２００１年　１月２９日　米大統領「（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）」

を大量破壊兵器を持つ『（　　　　　　　）』と呼び、「先制攻撃もありえる」

　９月１１日　アメリカで同時多発テロ

　　　　　１０月　７日　米英両国軍（　　　　　　　　　）空爆を開始
　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）内閣は、即座に支持

　　　　　　　　２９日　（　　　　　）対策特措法、成立＝
１１月　９日～海上自衛隊の（　　　　　　　　）派遣

海上阻止行動に従事する米軍などの艦船に対して、洋上補給（給油）し、支援
　　　　　　　　１３日　タリバーン政権、崩壊
２００２年 ４月、増田が懲罰研修から解放され、現職復帰・九段中に異動

７月、七生養護学校性教育事件（ジェンダー・フリー教育への攻撃が、土屋の都議会質問により始まる）
　９月１７日　小泉首相、北朝鮮訪問「日朝　　　　　　　　宣言」

１０月１５日　北朝鮮拉致被害者５人の帰国、マスコミ反北朝鮮キャンペーン

１２月　海上自衛隊のイージス艦（　　　　　　）派遣

２００３年　１月１０日　北朝鮮、ＮＰＴ脱退宣言

　３月２０日　米などの多国籍軍、（　　　　　）戦争を開始

　理由は「　　　　　　　　兵器がある」だったが「　　　　」だった

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の国々は反対

開戦前、アーミテージ米国務副長官は日本政府に

「ショウ・ザ・フラッグ」「ブーツ・オン・ザ・グラウンド」「憲法九条は日米両国の安全保障にとって（　　　　　　）だ」１９６５年にもジョンソン大統領から「ショウ・・・」といわれたが佐藤内閣は（　　　　　）（中村政則『戦後史』岩波新書）
　　　　　　６月　６日　有事関連３法案、成立

（　　　　　　　　）法、（　　　　　）法改正（協力しなければ　　　　）、

（　　　　　　　　　　）設置法
７月２６日　（　　　　　）特措法・・・自衛隊派遣

（　　　　における人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に関する特別措置法）
１０月　　土屋と都教委掛け合いで『日の君』強制、徹底のための１０・２３通達
２００４年　４月１３日　明仁天皇、チェイニー米副大統領会談

「自衛隊は給水や医療活動など、復興支援のために派遣されたものであり、イラクの

人々の幸せに貢献することを願っております」（中日新聞WEB版13日午前）
　　　　　　　　　　◎労働者派遣法改正（規制緩和）→禁止されていた製造業にも
　　　　　　６月１８日　国民保護法

２００５年　４月２５日　ＪＲ福知山線脱線事故、１０７人死亡
　　　　　　８月　２日　戦後６０年決議
われわれは、ここに１０年前の「歴史を教訓に平和への決意を新たにする決議」を想起し、わが国の過去の一時期の行為がアジアをはじめとする他国民に与えた多大な苦難を深く反省し、あらためてすべての犠牲者に追悼の誠を捧（ささ）げるものである。

　８月　５日　「沖縄戦」の記述を巡り岩波書店と大江健三郎氏を相手取り、沖縄戦当時に座間味島戦隊長であった梅澤裕氏＆渡嘉敷島戦隊長故赤松嘉次氏の弟赤松秀一が大阪地方裁判所に「名誉毀損」と提訴
　　９月　１日～増田、「ノ・ムヒョン大統領三･一演説」を教材にして「扶桑社教科書＆都議古賀俊昭の都議会侵略否定発言」を「歴史偽造主義」と批判して教えた授業で「戒告処分」を受け、現場外しの強制懲罰研修

２００６年　３月３１日、増田「公務員不適格」と分限免職（韓国マスコミは報道）
　教科書検定で文部科学省が「沖縄戦」において発生した「集団自決」について、
「日本軍に強制された」という内容を修正させたことが明らかになる

７月　５日　北朝鮮ミサイル「テポドン２号」発射と報道

　　　　　　９月２９日　教科書検定抗議沖縄県民大会の参加者が１２万人超す
　　　　　１０月　９日　北朝鮮、地下核実験を発表

　　　　　１２月１４日　明仁天皇夫妻、自衛隊イラク派遣隊員を接見

「国際的な協力に参加し、力を尽くしてこられたことを誠にご苦労に思います」

　　　　　　　　１５日　防衛庁設置法等の一部を改正する法律｣成立
　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　）法「改正」案、成立
　　　　　　　　　『論座』１月号、赤木智弘「３１歳フリーター、希望は戦争」発表

２００７年　１月　９日　（　　　　　）省、発足

　２月１３日　６者協議（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　北朝鮮、非核化『初期段階措置』合意

２００８年　４月１７日　自衛隊イラク派遣訴訟「派遣は違憲･違法」確定、田母神俊雄・航空幕僚長「私が心境を代弁すれば大多数は『そんなの関係ねえ』という状況だ」

　　　　１０月１１日　米、北朝鮮『テロ支援国家指定』を解除

　　　１０月１６日　「天皇陛下御即位二十年奉祝国会議員連盟」設立総会

会長・（　　　　　　　）元首相

・０９年１１月１２日を臨時休日とする法案の早期成立　　・同日に奉祝国民大会を開催
・政府主催の式典の開催　　・衆参両院で「賀詞」を決議する
・財界中心の「奉祝委員会」（名誉会長・御手洗冨士夫日本経団連会長）と連携
　　　　　１１月　1日　田母神俊雄・自衛隊航空幕僚長「侵略国家は濡れ衣」論文、発覚

　　　　　１１月１２日　大江･岩波裁判、控訴審でも原告が敗訴

１２月２７日～イスラエル軍によるパレスティナのガザ空襲・09･1月侵攻
